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資料等調査の⽬的及び範囲
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嘉⼿納弾薬庫地区の⼀部（ASP-Ⅱ）返還に伴う⽀障除去措置の⼀環として、返還地（以下、対象地という）
における⼟壌汚染、⽔質汚濁、不発弾等及び廃棄物の存在の蓋然性を確認するため、対象地の⽶軍接収以前
も含めた使⽤履歴等を調査し、⼟壌汚染調査、⽔質調査、不発弾等探査、廃棄物調査の計画を⽴案する。

業務の⽬的

「沖縄県数値地図」

対象地



⽀障除去措置に係る資料等調査の流れ

計画準備

資料等調査業務
既存資料調査
聞き取り調査
現地確認視察

調査計画等⽴案業務
⼟壌汚染概況調査計画

⽔質調査計画
不発弾等探査計画
廃棄物調査計画

報告書作成

関係機関との調整

発注者や関係⾏政機関及び⼀般に公にされた資料により対象
地における使⽤履歴・不発弾等に係る情報を確認する。
【既存資料調査の内容】
過去の航空写真及び地形図、⾏政公表資料、既往の地下⽔等調査結果お
よび対象地周辺での環境調査結果、不発弾等事前調査データベースシステム
（以下「不発弾等データベース」という）、市史等

既存資料
調査

聞き取り
調査

既存資料で確認された使⽤履歴の補⾜や既存資料では確認
できない情報を確認する。
【聞き取り調査の内容】
対象地に詳しい近隣住⺠等から対象地の過去の⼟地利⽤、環境問題、戦災
に関して聞き取り調査を実施

現地確認
視察

対象地の現況を確認するとともに、⼟壌汚染や廃棄物の埋設
の端緒、廃棄物の投棄、不発弾等の有無を視察する。
【現地確認視察の内容】
過去または現在の⼟壌の異状の有無、⽔質の異状の有無、不⾃然な盛⼟の
有無、廃棄物の投棄及び不発弾等の有無

【調査計画等⽴案】
対象地の使⽤履歴に基づき、⼟壌汚染、⽔質汚濁、不発弾等、廃棄物の蓋
然性（＝客観的な事実に基づいた可能性）について評価を⾏い、蓋然性がある、
または否定できないとの評価が下された項⽬について調査計画等の⽴案を⾏いま
した。

【業務の流れ】
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使⽤履歴に関する調査︓既存資料（施設概要）による調査

使⽤履歴に関する調査に先⽴ち、対象地が位置する嘉⼿納弾薬庫地区について、「沖縄の⽶軍基地」（沖縄県
発⾏）によりその施設概要や沿⾰を確認しました。施設概要
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「沖縄の米軍基地」から引用

【施設概要】
嘉⼿納弾薬庫地区は嘉⼿納⾶⾏場に
隣接する広⼤な森林地帯に位置し、施設
内には森林地帯の中に覆⼟式、上屋式、
野積式など多数の弾薬庫や弾薬補修⼯
場、検査室、弾薬処理場、管理事務所
等があるほか、ゴルフ場や県道26号線の
南東部分には住宅地区が所在している。
昭和20年に⽶軍の占領と同時に使⽤が
開始され、昭和53年に施設管理権が陸
軍から空軍へ移管されている。



使⽤履歴に関する調査︓既存資料（航空写真・地形図）による調査
対象地の⽶軍接収以前を含めた航空写真および地形図の判読により有害物質を排出等する可能性のある施設
等の⽴地履歴や廃棄物の埋設を疑う埋め⽴ての有無について確認しました。

＜⼊⼿した航空写真の緒元⼀覧＞ ＜⼊⼿した地形図の緒元⼀覧＞

【使⽤履歴に関する調査結果】
●⽶軍接収以前（〜昭和20年）
対象地はおおむね樹林、農地、道路であり、有害物質の使⽤等が疑われる構造物等の存在は確認されませんでした。
●⽶軍接収後（昭和20年〜）
昭和20年12⽉には陸⾃沖縄訓練場⻄側隣接部分に弾薬庫らしき地物が確認され、ゴルフ場北側地区⻄端は造成されてい
ました。陸⾃沖縄訓練場⻄側隣接部分では昭和45〜48年にかけて造成や道路建設が確認でき、平成2〜5年には倉敷ダム
建設に伴う⼟置場や進⼊路が確認できました。ゴルフ場北側地区では鉄塔及びその建設に伴う進⼊路、沖縄県企業局の⽔タン
ク、うるま市側⾶地では国道329号線バイパス建設に伴う仮設道路、沖縄市側⾶地ではビニルハウスの⽴地履歴が確認できまし
たが、有害物質の使⽤等が疑われる構造物等の存在は確認されませんでした。
【地形変化】
平成6年の地形図から、陸⾃沖縄訓練場⻄側隣接部分の南⻄側に倉敷ダム建設に伴うと考えられる地形の平坦化が確認で
きましたが、それ以外には、地形図からは等⾼線の変化を伴うような明瞭な造成等は確認されなかった。

航空写真
・地形図
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No. 撮影年月日 撮影機関 撮影高度 撮影縮尺 備考 

① 昭和 19 年 9 月 29 日 米軍 不明 24600 （一社）日本地図センター 

② 昭和 20 年 2 月 28 日 米軍 30000ft 不明 沖縄県公文書館 

③ 昭和 20 年 12 月 10 日 米軍 6000m 30900 （一社）日本地図センター 

④ 昭和 21 年 2 月 22 日 米軍 不明 40000 （一社）日本地図センター 

⑤ 昭和 22 年 5 月 12 日 米軍 不明 32000 （一社）日本地図センター 

⑥ 昭和 45 年 12 月 7 日 琉球政府 3100m 20000 （一社）日本地図センター 

⑦ 昭和 48 年 2 月 13 日 国土地理院 5600m 37000 （一社）日本地図センター 

⑧ 昭和 52 年 11 月 24 日 国土地理院 1600m 10000 （一社）日本地図センター 

⑨ 昭和 59 年 10 月 31 日 国土地理院 3000m 20000 （一社）日本地図センター 

⑩ 平成 2 年 10 月 17 日 国土地理院 3750m 25000 （一社）日本地図センター 

⑪ 平成 5 年 8 月 6、30 日 沖縄県 1600、1700m 10000 （一社）日本地図センター 

⑫ 平成 14 年 1 月 12 日 国土地理院 6000m 40000 （一社）日本地図センター 

⑬ 平成 15 年 1 月 16 日 国土地理院 4700m 30000 （一社）日本地図センター 

 

No. 発行年 図名 図歴 作成・発行機関 縮尺 

① 大正 10 年 「嘉手納」 大正 8 年測図 参謀本部陸地測量部 1/25000 

② 昭和 23 年 

「KADEKARU」「IHA」

「TENGANGAWA」

「ZUKEYAMAGAWA」 

昭和 23 年測量 米国陸軍地図局 1/4800 

③ 昭和 41 年 「コザ北部」 昭和 36 年応急修正 
琉球政府法務局臨時

土地調査部 
1/50000 

④ 昭和 49 年 「沖縄市北部」 昭和 48 年測量 国土地理院 1/25000 

⑤ 昭和 54 年 「沖縄市北部」 昭和 52 年修正 国土地理院 1/25000 

⑥ 昭和 58 年 「沖縄市北部 昭和 58 年修正 国土地理院 1/25000 

⑦ 昭和 61 年 「沖縄市北部 昭和 60 年修正 国土地理院 1/25000 

⑧ 平成 2 年 「沖縄市北部」 平成元年部分修正 国土地理院 1/25000 

⑨ 平成 6 年 「沖縄市北部」 平成 6 年修正 国土地理院 1/25000 

⑩ 平成 12 年 「沖縄市北部」 平成 11 年修正 国土地理院 1/25000 

⑪ 平成 17 年 「沖縄市北部」 平成 17 年更新 国土地理院 1/25000 

⑫ 平成 24 年 
IE47-4、IE48-3、IE57-2 

IE57-4、IE58-1、IE58-3 
平成 21～23 年測量 沖縄県 1/2500 

 



使⽤履歴に関する調査︓【参考】航空写真

昭和19年(1944年)9月撮影 昭和20年(1945年)12月撮影
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使⽤履歴に関する調査︓【参考】航空写真

昭和45年(1970年)12月撮影 昭和48年(1973年)2月撮影
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使⽤履歴に関する調査︓【参考】航空写真

昭和52年(1977年)11月撮影 昭和59年(1984年)10月撮影
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使⽤履歴に関する調査︓【参考】航空写真

平成2年(1990年)10月撮影 平成14年(2002年)1月撮影
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使⽤履歴に関する調査︓【参考】地形図
大正8年(1919年)測図
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昭和23年(1948年)応急修正

昭和58年(1983年)修正

昭和60年(1985年)修正 平成元年(1989年)部分修正 平成6年(1994年)修正



使⽤履歴に関する調査︓【参考】⼟地登記簿および市史による⼟地利⽤状況
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有害な物質を排出する施設等の⽴地の可能性を検討するために⼟地登記簿を確認しました。また、対
象地が属する字について、市史により接収前の⼟地利⽤状況を確認しました。

⼟地登記簿および市史
による⼟地利⽤状況

【対象地の⼟地利⽤状況】
⼟地登記簿より地⽬は⼭林が多く、その他は畑、⽥、原野となっていました。市史でも各字とも戦前は概ね農村で、製糖⼯場、お
茶⼯場、製材所の⽴地が確認できましたが、有害物質を扱うような⼯場等が⽴地していたという情報は確認されませんでした。

＜⼟地登記簿による調査結果⼀覧表＞ ＜市史による各字の⼟地利⽤状況＞
筆数/地積合計 項目 対象筆数 割合（％）

石川山城前原 7 2,768 00 0

石川山城山城原 40 14,388 68 2

石川山城後原 9 3,426 31 1

石川山城高山原 1 35 00 0

石川楚南前原 89 272,754 83 41

石川楚南福地原 5 79,097 00 12

石川楚南伊礼原 10 5,123 12 1

石川楚南楚南原 26 27,849 00 4

石川楚南後原 4 4,719 00 1

字栄野比安城原 9 257,005 00 38

沖縄市 池原 1 623 00 0

186 337,720 94 51

3 12,557 00 2

12 317,511 00 48

64 574,834 00 86

25 14,002 00 2

43 35,594 00 5

28 27,562 00 4

1 3,244 00 0

5 116 00 0

6 2,473 00 0

26 9,743 94 1

2 172 00 0

1 48 00 0

公衆用道路

墓地

田

畑

原野

山林

地目

地積計（㎡）

201筆
／

667,788.94m
2

うるま市

拝所

ため池

宅地

雑種地

所在

所有者

自治体

法人

個人

分類 字名 土地状況

うるま市
石川字山城
（「石川市史」より）

戦前はサトウキビ、稲、芋、茶などを生産する純農村であったが、戦後
は、米軍の駐留によりガード、ハウスボーイ、ハウスメイドなどの軍作業
が登場し、農村の形態は変貌した。また、弾薬倉庫ができ、その周囲の
住民は立ち退きを強いられた。しかし現在は、サトウキビ、ミカン、茶、野
菜を主に栽培する農業村である。天願川の源があり、天願ダム（現名称
山城ダム）が存在する。

うるま市
石川字楚南
（「石川市史」より）

戦前はキビ、イモなどを栽培しほとんど自給自足で、農業部落であった。
近くには楚南大川、天願の支流などがあって、米作も盛んであった。また、
牛で鉄車を回してキビをしぼった製糖工場が全部で8か所あった。戦後は
米軍に弾薬倉庫用地として接収され、現在でも無人の廃墟となったまま
である。現在は広大な面積にわたって土地改良が実施され、肥沃の土地
と変わりつつある。

うるま市
字栄野比
（「具志川市史第5
巻」より）

北東部は天願川の上流、大井川に沿い緑濃い長尾山が横たわり、清
流あふれる風情が豊かなところである。戦前は、大井川の水を利用して
水車が造られ、長尾山で切り出した松を水車を利用して製材し、砂糖樽
などの材料を作っていた。また、お茶生産が盛んで、県道8号線沿いにお
茶工場が建設された。戦後は米軍政府が設置された。

沖縄市
字池原（後原）
（「沖縄市史第3巻」
より）

基幹作物はサトウキビと芋で、砂糖の行商も行っていた。サーターヤー
は集落に2カ所あった。



使⽤履歴に関する調査︓既存資料（特定事業場⽴地状況）による調査

⽔質汚濁防⽌法に基づく特定事業場台帳により対象地および周辺の有害物質に関する規制を受けた事業場の
⽴地状況を調査し、対象地に影響を及ぼす可能性のある事業場の⽴地の有無について確認しました。

特定事業場
⽴地状況

【特定事業場⽴地状況】
うるま市及び沖縄市内においては、有害物質使⽤特定事業場は15事業所が確認されましたが、対象地の上流域には⽴地し
ていませんでした。
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＜有害物質規制対象の特定事業場⼀覧＞＜有害物質規制対象の特定事業場位置図＞
No. 事業場名 所在 特定施設

① 沖縄県工業技術セン
ター

うるま市字州崎
12番2

71-2科学技術に関する研究、試験、検査又は専門教
育を行う事業場 イ：洗浄施設
66電気めっき施設

② 株式会社 沖縄環境
保全研究所

うるま市字州崎
7-11

71-2科学技術に関する研究、試験、検査又は専門教
育を行う事業場 イ：洗浄施設

③ 株式会社ﾀﾊﾞﾀ ﾎｰﾑｾ
ﾝﾀｰﾀﾊﾞﾀ石川店

うるま市石川赤
崎2-2-1

有害物質貯蔵施設

④ 株式会社 中村超硬
沖縄工場

うるま市勝連南
風原5194-60

66電気めっき施設
65酸又はアルカリによる表面処理施設

⑤ 沖縄県衛生環境研究
所

うるま市兼箇段
17番地1

71-2科学技術に関する研究、試験、検査又は専門教
育を行う事業場 イ：洗浄施設

⑥ 沖縄県家畜衛生試験
場

うるま市兼箇段
3-1

71-2科学技術に関する研究、試験、検査又は専門教
育を行う事業場 イ：洗浄施設

⑦ 昭和化学工業株式会
社

う るま 市昆 布
1455

27無機化学工業製品製造業の用に供する施設
イ：ろ過施設、ロ：遠心分離機、ヌ：廃ガス洗浄
施設

⑧ 沖縄健康バイオテク
ノロジー研究開発セ
ンター

う るま 市州 崎
12-75

71-2科学技術に関する研究、試験、検査又は専門教
育を行う事業場 イ：洗浄施設

⑨ 沖縄バイオ産業振興
センター

うるま市州崎5-
1

71-2科学技術に関する研究、試験、検査又は専門教
育を行う事業場 イ：洗浄施設

⑩ 沖縄ライフサイエン
ス研究センター

うるま市州崎5
番地8

71-2科学技術に関する研究、試験、検査又は専門教
育を行う事業場 イ：洗浄施設

⑪ 沖縄県立中部病院 う るま 市宮 里
281番地

68-2病院
イ：ちゅう房施設、ロ：洗浄施設、ハ：入浴施設

⑫ 社会医療法人 敬愛
会 中頭病院

沖 縄市 字登 川
537番地

68-2病院
イ：ちゅう房施設、ロ：洗浄施設、ハ：入浴施設

⑬ ファルコバイオシス
テムズ沖縄研究所

沖縄市知花5丁
目13番28号

71-2科学技術に関する研究、試験、検査又は専門教
育を行う事業場 イ：洗浄施設

⑭ 琉球環境リサーチ株
式会社

沖縄市知花5丁
目16番23号

71-2科学技術に関する研究、試験、検査又は専門教
育を行う事業場 イ：洗浄施設

⑮ 中部保健所 沖縄市美原1丁
目6番28号

71-2科学技術に関する研究、試験、検査又は専門教
育を行う事業場 イ：洗浄施設



使⽤履歴に関する調査︓既存資料（事故等履歴）による調査
嘉⼿納弾薬庫地区における事故等履歴を「沖縄の⽶軍基地」などの⼀般公表資料により確認し、対象地の環境
等に影響を及ぼす可能性のある事故等履歴の有無について確認しました。事故等履歴

【事故等履歴】
嘉⼿納弾薬庫地区における環境等に影響を及ぼす可能性のある事故等履歴で、事故等が対象地内で発⽣したという記録は
確認されませんでした。
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＜嘉⼿納弾薬庫地区における事故等履歴⼀覧＞
発生日 事故区分 事故概要

昭和47年6月26日 沖縄市 旧知花弾薬庫で、CS剤の袋を運搬作業中にその袋の一部を破損したためガスが漏れ、米兵数人と日本人従業員1人が被害を受けた。

昭和47年11月7日 沖縄市 旧知花弾薬庫で草刈り作業のためクレーダーを操作中、CS 剤の入った袋を破損したため、ガスが漏れ日本人従業員2人が被害を受けた。

昭和48年1月11日 読谷村
旧読谷合同廃弾処理場において、CS-1剤が中和作業中に漏れたため、広範囲にわたる数十人の住民が眼、鼻、のどの痛みを訴える被害を

受けた。

昭和50年7月9日 嘉手納町
旧知花弾薬庫地域の廃弾保存庫内で爆発事故が発生し、建物が吹き飛ばされ、付近約100m四方に破片が飛散した。この爆発で火災が起

こり、付近の原野が翌未明まで燃え続けた。

昭和53年5月 読谷村 基地内の工事等によって降雨時に赤土が流出し、比謝川から残波岬まで広範囲に汚染された。

昭和58年4月1日 嘉手納町 県道 74 号線沿いの嘉手納弾薬庫地区内で、廃棄物を土で埋める作業をしていた米軍のブルドーザーが下水道管を破損。

平成6年4月4日 嘉手納弾薬庫地区内 第18航空団第44戦闘中隊所属のF-15C戦闘機が、離陸直後に嘉手納弾薬庫地区内の黙認耕作地に墜落、炎上した。乗員は脱出。

平成8年8月19日頃 沖縄市（白川） 沖縄市白川の嘉手納弾薬庫地区内の黙認耕作地で、米軍管理のマンホールから汚水が流出した。

平成10年8月12日 嘉手納町 嘉手納弾薬庫内の黙認耕作地に埋設されている排水パイプが大雨による土砂崩れにより破裂し、汚水が流れ出ているのが確認された。

平成12年1月5日 沖縄市
知花住宅地区のボイラー室から油が漏れて比謝川へ流れ出る。油流出事故により企業局の比謝川ポンプ場で取水が1月5日午後8時から翌

6日午後2時まで18時間停止された。

平成14年12月9日 嘉手納弾薬庫地区内 泡瀬ゴルフ場の移設先である嘉手納弾薬庫地区において、文化財の調査中に、ケースに入った機関銃弾1ケース（200発）が発見された。

平成22年12月22日 嘉手納町 嘉手納弾薬庫地区でジェット燃40ガロン（約151.4リットル）が流出し、うち10ガロン（約37.9リットル）が比謝川に流出した。

平成23年3月30日 嘉手納町 岩国基地所属のハリアー戦闘機が嘉手納飛行場を離陸後、嘉手納弾薬庫地区の上空で誤って訓練用照明弾（フレア）を投下した。

平成23年8月6日 嘉手納弾薬庫地区内
台風9号の大雨による冠水で、嘉手納弾薬庫地区内にあるディーゼル発電機用の燃料タンク内に雨水が流入し、タンク内に残留していた

ディーゼル燃料が流出した。流出量は不明。

平成24年3月21日 嘉手納町
嘉手納弾薬庫地区内にある現在使用されていない容量300ガロン（1,140リットル）のタンクから、ディーゼル燃料約 30 ガロン（114リットル）

が流出しているのが明らかとなった。

平成25年11月5日 不明
嘉手納弾薬庫地区で地下道を走行中のフォークリフトが地下道上部に接触する事故を起こし、5～20ガロンのオイルが漏れ、雨水排水管に

流出した。



使⽤履歴に関する調査︓⽶軍への照会
⽶軍へ使⽤状況の照会を⾏いましたが、対象地において有害物質や⽕器・弾薬類の貯蔵、廃棄物の処分、薬品
流出事故、実弾を使⽤した訓練の記録はないと回答を得ています（令和3年12⽉回答）。照会結果
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No. 照会内容 回答内容

1 対象地における土地の形質変更（切土、盛土
等）の有無

対象地においていかなる土地の形質変更（切土、盛土等）を
行った記録はない。

2 対象地に所在した建物等の使用目的、使用状
況、場所、排水・廃棄物の処理方法

対象地において米海兵隊によって建設された建物及び工作物は
ない。また、排水並びに廃棄物を処理した記録はない。

3 対象地における石綿を含む建材または埋設管
等の使用の有無（石綿を含む廃棄物の一時保
管・処分を含む）

対象地において石綿を含む建材または埋設管等を使用した記録
はない。また、石綿を含む廃棄物を一時保管または処分した記
録もない。

4 対象地における火器・弾薬類（廃弾を含む）
の一時保管または処理の有無

対象地において火器・弾薬類を一時保管または処理した記録は
ない。

5 対象地における火器・弾薬類（実弾）を使用
した訓練の有無

対象地において火器・弾薬類を使用した訓練や運用を実施した
記録はない。

6 対象地における有害物質を含むおそれのある
物質の使用の有無（一時保管、貯蔵または処
分を含む）

対象地において有害物質を保管または処理した記録はない。

7 対象地における油類及び有害物質が含まれる
物質の事故等による流出の有無

対象地において油類及び有害物質が流出した記録はない。

8 対象地における地下構造物（燃料タンク等）
の有無

対象地において地下構造物が建造された記録はない。

9 対象地における廃棄物を処分した場所の有無 対象地において廃棄物を処分した記録はない。

10 対象地における土壌・水質（地下水を含む）
の調査の有無

対象地において土壌または水質の調査が実施された記録はない。

11 対象地における環境関連事故の発生の有無 対象地において環境関連事故が発生した記録はない。



使⽤履歴に関する調査︓聞き取り調査（近隣住⺠等）
計4名の近隣住⺠（60代〜90代）を対象に、既存資料で確認した情報の補⾜や既存資料では確認できない情
報の⼊⼿を⽬的に使⽤履歴、環境等、戦災等に関して聞き取り調査を⾏いました。聞き取り調査
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＜聞き取り調査結果位置図＞ ＜聞き取り調査結果＞
聞き取り調査結果

使用履歴に関する項目

対象地周辺には製糖工場や製茶工場はあったが有害物質を扱うような
工場は無かった。

菊栽培で農薬を使用することはあったが、有害な農薬が使用されるこ
とはなかった。

対象地の外側には米軍のチリ捨て場があったが対象地内にはなかった。
大規模な土地の造成や軍需物資の埋設・投棄については聞いたことが
ない。

陸自沖縄訓練場西側隣接部分の周辺には土で盛った弾薬庫があったか
ら、地図に見られるものも弾薬庫だと思う。

弾薬の埋設・投棄については聞いたことがない。
山城進入路沿いにある建物は農機具置場や農作業の休憩小屋として利
用していた。

陸自沖縄訓練場西側隣接部分では倉敷ダム建設に伴って進入道路や土
砂置場として利用された状況が確認できるが、大規模な土地の造成や
有害物質の埋設・投棄などについては聞いたことがない。

環境等に関する項目

対象地付近において車両事故、油類の漏洩事故、薬品の流出など、環
境に影響を及ぼす可能性のある事故等の発生については聞いたことが
ない。

畑の葉ガラなどを焼いていたことはあるが、廃棄物などの焼却行為
（野焼き）が行われていたことは聞いたことがない。

戦災等に関する項目

対象地周辺には日本軍が配備されており、対象地外の天願川周辺に弾
薬や銃を捨てたことを聞いたことがある。

対象地周辺で不発弾の発見は聞いたことがない。
対象地周辺では爆弾投下はなかったと思うが、艦砲射撃の影響はあっ
たと思う。

対象地周辺では地上戦は激しくなかったと思うが、照明弾が使用され
たり、死者も多少は出た。

平成5年8月6、30日 国土地理院撮影

米軍のチリ捨て場が
あったとされる場所

農機具置場や農作業
の休憩小屋として利用
されていた建物

倉敷ダム建設に伴って進入道路や土砂置
場として利用された状況が確認できるが、
大規模な土地の造成や有害物質の埋設・
投棄などについては確認されなかった

日本軍が弾薬や銃を捨
てたと思われる場所



使⽤履歴に関する調査︓現地確認視察（1/2）
既存資料や近隣住⺠等への聞き取り調査で確認された情報に基づいて現地確認視察を⾏い、⼟壌汚染や埋設
廃棄物の端緒、⽔質汚濁、不発弾・不法投棄の有無について確認を⾏いました。

現地確認
視察

【現地確認視察】
 ⼟壌汚染の端緒（⼟壌の変⾊、異臭、植
物の異状な枯れ等）、埋設廃棄物の端緒
（不⾃然な盛⼟等）は⾒受けられませんで
した。

 陸⾃沖縄訓練場⻄側隣接部分の北側に
ある湿地、ゴルフ場北側地区の東側にある
楚南川、⼭城進⼊路の東側沿いにある湧
⽔の⽔質に油膜や異臭といった事象は確認
されませんでした。

 対象地において不発弾等の存在は確認さ
れませんでした。

 地表の廃棄物については、各所で空き⽸、
空きペットボトル、⽇⽤品、家電、タイヤ等が
投棄されている状況が確認されたましが、⼟
壌汚染を想起させるような有害な廃棄物の
集積場の存在は確認されませんでした。

 ゴルフ場北側地区南東側境界の⾕部は盛
⼟で埋⽴てられているが、盛⼟の⼤部分は
対象地外で、対象地内は崖のみとなってい
た。

 沖縄市側⾶地、及び⼭城進⼊路沿いの⼀
部では黙認耕作地や養蜂場として利⽤され
ていました。
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＜現地確認視察の記録写真撮影箇所＞



使⽤履歴に関する調査︓現地確認視察（2/2）
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地下⽔等に関する調査︓地形・地質・地下⽔概要
今後の⽀障除去措置に係る基礎資料として対象地が置かれた地形・地質・地下⽔について既存資料を整理しまし
た。

地形・地質・
地下⽔概要
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＜地形分類・傾斜区分図（上）・表層地質図（下）＞ ＜地下⽔基盤等⾼線図＞

「土地分類基本調査（沖縄本島中北部
「金武」「沖縄市北部」）」から引用

「米軍基地環境カルテ 嘉手納弾薬庫地区」から引用

【地形・地質・地下⽔概要】
うるま市及び沖縄市の地形は、主に海岸低地と丘陵地からなっており、内
陸部は⼀部⾕底低地や⼈⼝平坦地も存在するが主に丘陵地と台地・段
丘からなっています。地層は国頭層群、島尻層群、琉球層群、沖積層が存
在し、対象地には国頭層群名護層、琉球層群の国頭礫層、琉球⽯灰岩、
及び沖積層が分布しています。 地下⽔は不透⽔層となる島尻層群泥岩
の上に存在し、不整合露出⾯では湧⽔が認められます。地下⽔基盤⾯は
⻄から東⽅向へ傾斜しており、対象地における地下⽔の流向もおおむね⻄
から東⽅向で、対象地東側では北⻄から南東⽅向であると推定されます。



地下⽔等に関する調査︓流⼊⽔系の流域区分、既往地下⽔等調査結果
対象地を流れる天願川、⽐謝川の流域について整理し、
流域における⼟壌汚染等のおそれのある施設の⽴地状況
を把握しました。

流域区分
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既往地下⽔等調査結果を確認し、
対象地および周辺における地下⽔
等の汚染状況の確認を⾏いました。

既往地下⽔
等調査結果

【流域区分】
⼟壌汚染等のおそれのある施設として有害物質規制対象の⽔質汚濁
防⽌法上の特定事業場を想定すると、両河川の流域内には7施設が存
在しますが、全て対象地の下流側に位置するため、対象地内には事業
場排⽔は流⼊しないものと推定されます。

調査項⽬ 調査結果
（平成16〜令和2年度）

⽔質汚濁防⽌
法に基づく常時
監視
（地下⽔）

うるま市及び沖縄市内で実施された概況
調査において⼈為的原因による地下⽔
環境基準への不適合は認められない。
※継続監視調査において砒素が3地点、
総⽔銀が4地点で基準不適合が認めら
れたが、⾃然由来の可能性と記述あり。

ダイオキシン類対
策特別措置法に
基づく常時監視
（⽔質・底質・
地下⽔・⼟壌）

うるま市及び沖縄市内で実施された調査
において環境基準への不適合は認められ
ない。

有機ふっ素化合
物（PFOS・
PFOA）調査

うるま市及び沖縄市内で実施された調査
において6地点で指針値（暫定）を超過
していたことが確認されたが、対象地の下
流側直近に位置する地点では指針値を
下回っていた。

【既往地下⽔等調査結果】
既往の地下⽔調査結果を確認した結果、対
象地周辺において⼈為的原因による環境基
準不適合は確認されませんでし



不発弾等の探査に係る調査︓既存資料・聞き取りによる調査

【不発弾等データベース確認結果・交戦状況】
不発弾等データベースでは対象地周辺においては主に砲弾類の発⾒履歴があることが確認されました。また、「⽶軍の進撃ラ
イン」によると、対象地周辺における⽶軍の進撃は昭和20年4⽉2⽇から4⽉3⽇にかけてであり、短期間で占領された地域で
あることから、地上戦は激しいものではなかったと考えられる。

不発弾等の存在する可能性を調査するため、既存資料（不発弾等データベース）を確認するとともに、交戦状
況を市史や聞き取り調査により確認しました。

不発弾等の探
査に係る調査

＜不発弾等データベースによる確認結果＞
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＜市史等および聞き取り調査による対象地付近における交戦状況＞

調査対象地

「沖縄不発弾等事前調査データベースシステム」をもとに作成

時期 交戦状況・戦災状況

市
史
等

昭和20年
1月3～4日

北飛行場（旧読谷補助飛行場）、中飛行場（嘉
手納飛行場）への爆撃。

昭和20年
1月22日

艦載機延約870機が沖縄本島を攻撃。主として

飛行場地区を攻撃したが、一部は市街地に対
しても銃爆撃を加えた。

昭和20年
3月1日

艦載機延約670機が主として飛行場を攻撃。

昭和20年
3月23～31日

上陸前空襲により多数の艦載機が沖縄本島地
区を攻撃。

昭和20年
3月26～31日

北飛行場、中飛行場などに艦砲射撃。

昭和20年
4月1日

比謝川をはさんで南北に上陸を開始した米軍
は、北側に上陸した第1海兵師団はそのまま東

海岸方向に進攻して数日で勝連半島に到達。

聞
き
取
り

戦時中～
戦後

艦砲射撃の弾が飛んできたことや、照明弾が
放たれたとの証言が得られた。

地上戦についてはそれほど激しくなかったもの
の、多少の死者が出たとの証言が得られた。

不発弾の発見は聞いたことがない。



⽂化財等に関する調査︓既存資料による調査
各種調査計画⽴案時の基礎資料とするため、⽂化財等に関する既存資料による調査を⾏いました。⽂化財等に関する調査
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【天然記念物】天然記念物（動物）では、国指定天然記念物がオカヤ
ドカリ、カラスバトの2種、県指定天然記念物がフタオチョウ、コノハチョウ、イ
ボイモリ、クロイワトカゲモドキの4種が地域を定めずに指定されています。⽀
障除去措置に係る各種調査において、これら天然記念物を発⾒した際に
は作業を中断し、動物が作業区域外に移動した後に作業を再開します。

＜対象地周辺における指定⽂化財等の位置＞
種別 No. 所在地 名称（太字は対象地内）

うるま市指定文化財 1 うるま市 東恩納博物館跡地

埋蔵文化財

1

うるま市

イナガミムイ古墓群
2 山城御嶽周辺遺物散布地
3 山城原古墓群
4 楚南矼
5 楚南集落
6 東恩納西原遺跡
7 東恩納白土原遺物散布地
8 東恩納美川原遺跡
9 東恩納ノロ殿内周辺遺物散布地
10 東恩納後原遺物散布地
11 東恩納前の御嶽周辺遺物散布地
12 東恩納青木原遺物散布地
13 特攻艇の秘匿壕
14 カンジャービラのガマ
15 チャーグチ避難壕群
16 伊礼原の壕
17 楚南の陣地壕
18 カメー東門家の壕
19 日本軍の壕
20 楚南の東門家の壕
21 安城原古墓群
22

沖縄市

メーヌカー
23 防空壕跡(戦争遺跡)
24 石城原遺跡
25 知花古島

【⽂化財】対象地では、うるま市の埋蔵⽂化財が6件が確認され
ました。なお、うるま市教育委員会⽂化財課に照会した結果、対
象地での埋蔵⽂化財の有無は不明だが、南側のタイヨウゴルフ場
建設地には楚南村跡(近世)の建物跡、墓跡等が点在しているた
め、対象地においても同遺跡の範囲が広がっている可能性がある
との回答を得ました。

＜対象地周辺おける指定⽂化財等⼀覧＞

図中番号は右表のNo.と対応する。



植⽣等に関する調査︓既存資料・現地確認視察による調査

＜植⽣に関する既存資料確認結果＞
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植⽣等に関する既存資料・現地確認視察による調査を⾏いました。植⽣等に関する調査

「環境省自然環境局生物多様性センターWeb‐GIS」から引用

＜現地確認視察で確認された主な群落の相観＞

【植⽣】対象地の植⽣は、リュウキュウマツ群落やボチョウジ-イジュ群落、ナ
ガミボチョウジ-ヤブニッケイ群落等の樹林地が広く分布するほか、湿⽣群落
のヨシクラス、ナガバカニクサ-ススキ群落の⾼茎草本、ゴルフ場・芝地等の
草本が部分的に分布し、残りの部分は市街地等となっています。現地確認
視察では特定外来⽣物のツルヒヨドリ及び沖縄県重点対策種のアメリカハ
マグルマが確認され、これらの伐採除去時には、分布拡⼤に留意します。ま
た、沖縄県天然記念物フタオチョウの⾷草クワノハエノキが確認されました。

クワノハエノキ

クワノハエノキ

クワノハエノキ



資料等調査結果のまとめ

【使⽤履歴のまとめ】
資料等調査により得られた情報から、対象地の⼟地の使⽤履歴を、⽶軍施設（陸⾃沖縄訓練場⻄側隣接部分）、⽶軍
施設（ゴルフ場北側地区）、⼭城進⼊路、うるま市側⾶地、沖縄市側⾶地の5つの範囲に区分しました。それぞれの範囲に
おける⼟地の⽤途および有害物質の使⽤等（使⽤・貯蔵・埋設）・廃棄物の埋設等の事実について整理し、⼟壌汚染・⽔
質汚濁・廃棄物に関する調査計画⽴案にあたり、留意すべき事項をまとめました。

22

＜使⽤履歴等調査結果のまとめ＞

範囲 時代 主な用途

有害物質の使用等・
廃棄物埋設の事実 留意すべき事項、有害物質の

使用の可能性
有害物質 廃棄物

米軍施設
（陸自沖縄訓練場西
側隣接部分）

米軍の接収前 樹林、農地、道路 なし なし 特になし

米軍の接収後
樹林、農地、道路、
弾薬庫、倉敷ダム
建設ヤード

なし なし
・弾薬保管中の弾薬からの有害物質の土
壌への溶出
・米軍基地使用

米軍施設
（ゴルフ場北側地区）

米軍の接収前 樹林、農地、道路 なし なし 特になし

米軍の接収後
樹林、農地、道路、
鉄塔、水タンク（沖
縄県企業局）

なし なし ・米軍基地使用

山城進入路
米軍の接収前 樹林、集落、道路 なし なし 特になし

米軍の接収後 樹林、集落、道路 なし なし ・米軍基地進入路

うるま市側飛地

米軍の接収前 樹林、農地 なし なし 特になし

米軍の接収後
樹林、農地、道路、
バイパス道路建設
仮設道路

なし なし 特になし

沖縄市側飛地
米軍の接収前 農地、道路 なし なし 特になし

米軍の接収後 農地、道路 なし なし 特になし



検討項⽬ 蓋然性の評価 調査計画
⼟壌汚染 対象地の⼟地において直接的に有害物質の使⽤等に関する情報はなく、⼟壌汚染の端緒も

確認されませんでしたが、対象地において⽶軍による弾薬庫、基地（嘉⼿納弾薬庫地区）と
しての使⽤履歴が認められるため、これらに起因しての⼟壌汚染の蓋然性はあると評価しました。

⼟壌汚染対策法などの関係法
令を参考に、⼟壌汚染の概況を
把握するための調査計画を⽴案
します。

⽔質
（底質）
汚濁

対象地の⽔域において直接的に有害物質の流出・浸透に関する情報はなく、現に地下⽔汚
染に繋がる⼟壌汚染や⽔質汚濁の端緒も確認されませんでした。ただし、使⽤履歴等調査結
果を踏まえ、底質について以下の理由・範囲のとおり蓋然性はあると評価しました。

底質調査⽅法・ダイオキシン類底質
調査マニュアルを参考に、底質汚染
の概況を把握するための調査計画を
⽴案します。また、⼟壌汚染調査で
⼟壌溶出量基準不適合が確認され
た場合、詳細調査（深度⽅向調
査）と併せて地下⽔の調査計画を
⽴案します。

不発弾等 ⽇⽶軍の激しい地上戦はなかった地域といえますが、不発弾等データベースでは対象地周辺に
不発弾等の発⾒履歴が認められることから、不発弾等が存在する蓋然性があると評価しました。

磁気探査要領(案)、同解説を
参考に、探査計画を⽴案します。

廃棄物 地表には、空き⽸、空きペットボトル、⽇⽤品、家電、タイヤ等が各所で⾒られました。埋設され
た廃棄物については埋設の事実や埋設を疑う使⽤履歴・地形変化は認められないことから、蓋
然性はないと評価しました。

地表を対象とした調査（⼟壌
汚染調査・⽔平磁気探査）や
地中を対象とした調査（経層
探査）の機会があり、これら調
査時に併せた⽬視調査を⾏うこ
とを計画します。

14蓋然性の評価と各種調査計画

23

土壌汚染の蓋然性
に繋がる使用履歴 理由 範囲

弾薬庫 弾薬には有害物質として鉛、砒素が含まれている
ことがある。

陸自沖縄訓練場西側
隣接部分の一部

嘉手納弾薬庫地区
（米軍基地）

嘉手納弾薬庫地区の残余の部分では油類や有
害物質の使用等の可能性があり、残余の部分と
一体的な敷地であった調査対象地においても有
害物質による影響を否定できないため。

米軍施設範囲のうち、
造成が行われことが
ある範囲

水質汚濁の蓋然性
に繋がる使用履歴

理由 範囲

調査対象地周辺か
らの表流水

湿地、及び楚南川上流域の調査対象地外の残余の
部分には過去に弾薬庫が存在しており、弾薬からの
鉛・砒素の溶出により表流水に有害物質が混入して
いた場合、流入後に蓄積することが考えられるため。

陸自沖縄訓練場西
側隣接部分北側の
湿地、及び楚南川
の底質



⼟壌汚染概況調査計画

⼟壌汚染のおそれの区分・試料採取

調査対象物質

 弾薬庫があった場所︓「⼟壌汚染が存在するおそれが⽐較的多
いと認められる⼟地」

 そのほかの⽶軍による⼟地利⽤が確認された範囲、及び⽶軍施
設に隣接して⼟地の造成が確認された範囲︓「⼟壌汚染が存在
するおそれが少ないと認められる⼟地」

 樹林等の⽶軍による⼟地利⽤が確認されなかった範囲、及び農
地、宅地︓「⼟壌汚染が存在するおそれがないと認められる⼟
地」

 ⼭城進⼊路アスファルト舗装部、及び鉄塔、⽔タンクの範囲につ
いては調査対象から除外
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調査数量（想定）
対象範囲 調査対象物質 選定理由

弾薬庫跡地 鉛、砒素 弾薬に含まれてい
た可能性がある。

米軍による土地利用が確認され
た範囲、及び米軍施設に隣接し
て土地の造成が確認された範囲

土壌汚染対策法に
定める特定有害物
質の全項目、油類

履歴は明確ではな
いが、使用等の可
能性がある。

＜⼟壌汚染対策法における試料採取＞

調査項目
試料採取 分析

採取数 対象物質 検体数 分析方法

土壌ガス
調査

138
第一種特定
有害物質
（12物質）

138
平成15年

環境省告示
第16号

土壌調査
(特定有害

物質)

523 鉛、砒素 174

平成15年

環境省告示
第18号、
19号

505

鉛、砒素を除く
第二種および
第三種特定
有害物質
（12物質）

138

土壌調査
（油類）

505

ノルマルヘキサ
ン抽出物質
油臭
油膜

1010
油汚染対策
ガイドライ
ン



⼟壌汚染概況調査計画 調査地点位置図 例１
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陸⾃沖縄訓練場⻄側隣接部分における調査計画。弾薬庫が存在した範囲は鉛・砒素が⼟壌汚染が存在するおそれが⽐較的多いと認められる⼟地

鉛・砒素 鉛・砒素以外の
特定有害物質



⼟壌汚染概況調査計画 調査地点位置図 例2
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ゴルフ場北側地区にお
ける調査計画
（全特定有害物質）
※⼭城進⼊路アスファ
ルト舗装部、及び鉄塔、
⽔タンクの範囲について
は調査対象から除外。



⼟壌汚染概況調査計画 調査地点位置図 例3
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ゴルフ場北側地区東部における調査計画（全特定有害物質）



⽔質（底質）調査計画

暫定除去基準が設定されている総⽔銀とポリ塩化ビフェニル、環境基準が設定されているダイオキシン類を対象とします。
また、弾薬庫に起因して河川へと流⼊していた可能性がある鉛、砒素も調査対象物質としました。

調査地点位置の選定

調査対象物質

陸⾃沖縄訓練場⻄側隣接部分の湿地及びゴルフ場北側地区の楚南川の調査対象地における最下流とします。
底質の採取深度についてはマニュアル等を参考に10cmとします。

調査数量（想定） ＜底質調査地点位置図＞
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調査項目

試料
採取

分析

採取数 対象物質 検体数 分析方法

底質調査
（金属等）

3
総水銀、ポリ塩
化ビフェニル、鉛、
砒素

3 底質調査方法

底質調査
（ダイオキ

シン類）
3 ダイオキシン類 3

ダイオキシン類
底質マニュ

アル

調査地点の状況
（南側より）

調査地点の状況
（下流側より）

陸自沖縄訓練場西
側隣接部分の湿地

ゴルフ場北側
地区の楚南川



不発弾等探査計画

探査⼿法の検討

探査範囲の選定

貫⼊深度の検討

「磁気探査実施要領(案)」に⽰される探査⼿法を基本とします。
・地表に存在する不発弾︓⽔平探査
・地中を貫いて存在する不発弾︓経層探査
※急傾斜地や伐採が困難な範囲では磁気探査が困難となりま
すが、簡易探査機器（⾦属探知機)の使⽤が可能であると考えら
れます。

⽔平探査の範囲については⼭城進⼊路アスファルト舗装部、及び
既設構造物を除く対象地全域を基本とします。ただし、具体的な
範囲については跡地利⽤計画等を考慮し、地権者および関係機
関等と調整を経て決定します（経層探査についても同様）。なお、
急傾斜地や伐採が困難な場所では⾦属探知機等の使⽤も考慮
します。
経層探査の深度については、弾種ごとに求めた貫⼊深度のうち最
も深い深度までを基本としますが、跡地利⽤計画において改変深
度が貫⼊深度より浅い場合は改変深度までを基本とします。

「磁気探査実施要領(案)の解説」に基づき、5インチ砲弾について
は3.5mとし、 50kg爆弾、250kg爆弾については対象地周辺に
おけるボーリング柱状図のN値を考慮して貫⼊深度（最⼤
7.24m）を求めました。なお、実際の探査に当たっては、対象地
内で⼟質調査を実施し、得られたN値から貫⼊深度を求めます。

調査範囲や調査深度の計画にあっては、跡地利⽤の⽬的を達成するための合理的な計画とすることを基本⽅針としました。

探査の⽬的は⼯事の安全を確保する⽬的で実施することが多く、⼯事の施⼯計画と探査計画が合致しないとこの⽬的を達成することが
できないことや、不要な費⽤がかかること等があるので合理的な計画を⽴案することが重要である。（磁気探査実施要領(案)より）

調査数量（想定）

＜探査範囲（案）＞
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探査項目 想定不発弾等 探査範囲 探査方法

水平探査 弾種を問わず
山城進入路アスファルト舗装部、

及び既設構造物を除く範囲
（約79,392㎡）

磁気探査実施要領(案)

経層探査 弾種を問わず 50cm以上の掘削等を伴う範囲 磁気探査実施要領(案)



廃棄物調査計画

調査⼿法

調査範囲の選定

【地表の廃棄物】
⼟壌汚染概況調査や⽔平磁気探査といった地表を対象とした調
査と併せて⽬視確認を⾏います。⽔平磁気探査によって⽬視では
⾒落とされる可能性のある⾦属の廃棄物も調査が可能です。
【地中の廃棄物】
経層探査といった地中を対象とした調査と併せて⽬視確認を⾏い
ます。

対象地全域を基本とします。
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廃棄物が確認された場合（確認されている廃棄
物を含む）には関係法令に基づいて適切に処理・
処分を⾏うこととし、廃棄物に起因する⼟壌汚染
等の可能性が考えられる場合には、確認された廃
棄物の種類や存在範囲に応じて必要な⼟壌調査
を計画します。

埋設廃棄物が存在する蓋然性はないと考えらえるものの、地表を対象とした調査（⼟壌汚染概況調査および⽔平磁気探査）や
地中を対象とした調査（経層探査）の機会があり、これら調査時に併せて⽬視調査を⾏うことを基本⽅針としました。


